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．歴史的な制裁解除となるか
大悪魔、悪の枢軸と互いに揶揄してきた米国とイランとが水面下の交渉を重ねた結果、よ
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）イランに対する制裁は次のとおり。米国 イランと原油決済取引をする外国金融機関に米国内での取引
を制限、イランとエネルギー関連取引を行う外国企業に米国内での活動を制限 欧州連合（ ） イラン
系銀行の営業制限、イラン産原油の輸入禁止 国連 イランの金融機関に外国での支店開設を禁止、革命
防衛隊関連組織などの資産凍結、イランへの武器禁輸（ 日本経済新聞 年 月 日号）。
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イランの原油輸出量は現在、日量 万バレル（産油量は 年 月で日量 万バレル、
年では同 万バレル ））だが、制裁解除後、ここに日量 万バレル分が追加される。
それでも、サウジアラビアの日量 万バレルとの差は歴然としている ）。
年には日量 万バレルの産油量をイランは誇ったが、現段階では日量 万バレル
（ 年 月）に収縮している。この現状を打破すべく、 年後に同 万バレルに増強さ
れる目標が掲げられている。これには 億ドルの投資が必要だという ）。 年までに
億ドルが投資される計画である。この際、イランは 億ドル規模の外資を呼び込みたい ）。
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）液化天然ガス（ ）とはセ氏マイナス 度に冷却して液体にした天然ガス。体積を 分の に圧縮
できるため、専用タンカーで運べる。 輸入国の受け入れ基地で再び気化し、燃料・原料として消費
する。日本は 最大の輸入国で、 年度実績で 兆 億円相当の を輸入した。 年前に比








イラン当局は 年に日量 万 万バレルの増産を見込む。一方、国際エネルギー機
関（ ）は最大で日量 万バレル拡大する可能性があるとの見方を示している ）。イラン












で日量 万バレル）やイラク（産油量は日量 万バレルをうかがう展開、 年 月の
原油輸出量は日量 万バレルという歴史的高水準）が増産を急ぐ。石油輸出国機構










大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）
） ロイター通信 年 月 日号。
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。石油輸出国機構（ ）加盟国の原油生産量は 年 月で日量
万バレルで、生産枠の同 万バレルを上回っている（ 日本経済新聞 年 月 日号）。



































イランの自動車生産はトルコに次ぐ中東第 位。 年実績で 万台が生産されている
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）
）
（ 年では 万台）。 年の生産予想台数は 万台とされる。イラン政府は 年の
国内生産台数を 万台に引き上げたい。潜在的には年間 万 万台の生産台数能力を
秘めているとする見方もある。
同国 に占める自動車産業の割合は現在 ％程度であるけれども、人口 人当た




の欧州勢が追う。以下、中国 ％、韓国 ％、日本 ％、インド ％と続く。米国企業
のシェアはゼロである。イランの消費者が現在のところは低価格志向であることがわかる。
欧州勢ではフランスのプジョーシトロエングループ（ ）がイランの現地企業と協力
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国際移住機関（ ）によると、 年 月期に欧州まで到達した難民や移民は
万 人に達したという。 年通年の数字が 万 人だったことから判断すると、急
上昇していることが判明する。中東からの難民が殺到するドイツでは、難民対策に 億
ユーロを超える公費を投じるという ）。

































選挙が 年 月と 月に実施されることになった ）。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。







































） 日本経済新聞 年 月 日号。
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。












打ち出した。国際通貨基金（ ）によると、 年の財政赤字が対 比で ％に達す
る見通しだとする。 は 年 月末には 億 万ドルの緊急融資を決めている ）。
イラクの戦力はその規模でエジプトやイランよりも大きく、中東有数の兵力を誇るけれど



















キプロス ％、イタリア ％、トルコ ％、ギリシャ ％、その他（フランス、スペイン、オ
ランダ、クロアチア、エジプト） ％ ）。
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の兵力は 万人、非 イスラム武装集団が 万人、南部戦線の兵力が 万 人であ
る。南部戦線とはヨルダン国境付近で展開し、ペルシャ湾岸諸国が支援するイスラム穏健派
を指す。
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年の ドルから 年には ドルに上昇している。周知のとおり、原油価格は バレ
ル ドル近辺で推移していることから、当然、財政収支は赤字に転落する。 は財政赤
字が対 比で ％前後に達すると予測している ）。サウジアラビアの 年予算では
億ドルの赤字となっている。
財政赤字を補填すべく、サウジアラビア財務省は 年 月 日、 億リヤル（ 億
円）相当の政府開発債（ 年債、 年債、 年債）を発行し、国内の民間金融機関などに割
り当てたと発表した。国債の発行に追い込まれたのである。 年に 億 億リヤ
ルの国債を発行するとの観測もある。
外貨準備金は 年 月の 億ドルから 億ドルに減少している。原油安が続く
と、外貨準備金は 億ドルへと減少していくことだろう。サウジアラビア政府は外貨準
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の 年石油輸出収入は対前年比で ％減少した ）。 年の石油輸出収入は
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）サウジアラビアの主要輸出相手国は 年実績で次のとおりである。台湾 億ドル、中国 億ドル、
米国 億ドル、日本 億ドル、韓国 億ドル、インド 億ドル、シンガポール 億ドル、南アフリ
カ 億ドル、対 億ドル、その他 億ドル（ ）。
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家計収入は 万カナダドルとカナダ平均の 倍を誇った。人口は倍増し、住宅価格は 倍に
跳ね上がった。北米地域における過去 年間の産油量増加分のうち、 分の 、すなわち日
量 万バレルがカナダによる貢献である。
ところが、原油価格が半値にまで落ち込むと、逆噴射に見舞われる。新規プロジェクトが






年比で ％のマイナスとなる。増産については 年までに年間で日量 万 バレル、
年まででは同 万 バレルとされる ）。
原油価格の下落はアルバータ州だけではなく、カナダ全体に悪影響を及ぼしている。カナ
ダの主要産業であるエネルギー関連が打撃を被った結果である。 年 月期の
成長率は対前期比で ％減、同年 月期 ％減と 四半期連続でマイナス成長とな
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） トルコの天然ガス輸入（ 年実績で 億立方メート
ル）のうち、 ％がロシア、以下、イラン ％、アゼルバイジャン ％、アルジェリア ％、ナイジェリ
ア ％、残余スポットとなっている。
） 日本経済新聞 年 月 日号。










した ）。続けて、米空軍の 戦闘機 機と要員約 人を配備 ）、有人戦闘機による空爆を
実施した ）。シリア領内の 拠点を攻撃の標的としている。
中東から撤退したいオバマ政権ではあるが、猛威を振るう を標的に、米軍はやむなく

















いる ）。 と への二方面作戦を通じてテロとの戦いを浮き彫りにしたかった。トルコ
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ルドアン大統領はトルコの を 年の 億ドルから 兆 億ドルに拡張すると
豪語する ）。























政権に対して、 はテロとの戦いでトルコと連帯していくことを表明 ）。 の安
） 日本経済新聞 年 月 日号。
）
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